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福島県商店街実態調査結果の概要

平成２９年１１月２７日
福島県商業まちづくり課
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商店街実態調査の実施概要

◯ 福島県内の全商店街を対象として、商店街の実態に関する調査を実施

◯ ３０９の商店街に送付し、回収数は２２７（回収率は７３．５％）

《実施概要》

○ 平成２９年６月に実施

○ 県内３０９の全商店街に調査表を郵送することによるアンケート調査

○ 有効回収数は２２７（回収率は７３．５％）

○ 調査項目

・ 商店街の概要（店舗数、組合員（会員）数等）

・ 取り巻く環境（最近の状況、来街者層等）

・ 店舗の状況（出・退店数等）

・ 抱える課題（問題となっていること、後継者・新たな担い手等）

・ 活動状況（活性化のための取組等）
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１ 商店街の概要

◯ 組織形態は、法人化していない任意団体が約65％を占めており、法人化している
商店街は30％となっている。

◯ タイプは近隣型が約49％、地域型が33％、広域型が約5％
◯ 立地場所は、中心市街地が約54％と半分以上を占める。

商店街

振興組

合

23.8%

事業協

同組合

6.2%

任意団

体

65.2%

無回答

4.8%

商店街の組織形態

《商店街のタイプ》
・近隣型商店街･･･最寄品中心で地元の方が食料品や日用品の買い物で来街する。
・地域型商店街･･･最寄品及び買回品店が混在し、近隣型商店街より広い範囲から来街する。
・広域型商店街･･･百貨店、量販店等の大型店等があり、最寄品よりも買回品が多く、地域型商店街より広い範囲から来街する。

18.9%

7.9%

34.8%

5.7% 6.2%

11.9%

5.3% 4.4% 4.8%

駅
前
・駅
近
辺

（中
心
市
街
地
）

駅
前
・駅
近
辺

（中
心
市
街
地
以
外
）

中
心
市
街
地

（駅
前
・駅
近
辺
以
外
）

住
宅
街

郊
外
幹
線
道
路
の

沿
線

左
記
以
外
の

市
街
地

そ
の
他

無
回
答

商店街の立地場所

近隣型

商店街
49.3%

地域型

商店街
33.0%

広域型

商店街
4.8% 無回答

12.8%

商店街のタイプ

農
山
漁
村
地
区
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２ 商店街の店舗数について

◯ 店舗数の平均は、31.3店舗(全国調査（※1）54.3店舗)で全国より規模が小さい。
◯ 空き店舗数の平均は、3.7店舗(全国調査5.35店舗)で、H19年度前回調査（※2）の
7.4店舗から減少している。

10店舗以下

10.1%

11～30店舗

以下

48.9%

31～50店舗

以下

19.4%

51～100

店舗以下

10.1%

101店舗以上

1.8% 無回答

9.7%

商店街の全店舗数

（福島県）店舗数の平均 31.3店舗

9.0%

21.7%

16.4%

27.9%

17.2%

7.8%

29.1%

5.7%

6.2%

20.3%

18.5%

20.3%

無回答

10店舗

以上

6～9店舗

3～5店舗

1～2店舗

0店舗

商店街の空き店舗数

H29

H19

（福島県）空き店舗数の平均 3.7店舗

（全国）店舗数の平均 54.3店舗 （全国）空き店舗数の平均 5.35店舗

※１ 出典：平成27年度 全国の「商店街実態調査」（中小企業庁）
※２ 出典：平成19年度 「商業実態調査」（福島県）



増加した
10.1%

変わらない
30.0%

減少した
56.4%

無回答
3.5%

最近３年間の組合員

（会員）数の変化
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３ 商店街の組合員（会員）数について

◯ 商店街の組合員（会員）数は、30名以下が多く、平均は25.6名となっており、
全国より少ない。

◯ 最近３年間での組合員数の変化については、約56％の商店街で減少している。
◯ 役員については、前回調査では50代が最も多かったが、今回の調査では60代が最
も高くなっており、高齢化が進んでいる。

（福島県） 平均組合員（会員）数 25.6名

7.8%

2.0%

33.6%

48.8%

7.8%

0.0%

4.4%

4.8%

55.9%

30.4%

4.4%

0.0%

無回答

70代

以上

60代

50代

40代

30代

役員の平均年齢

H29

H19

１～３０名
69.6%

３１～５０名
18.1%

５１～１００名
7.5%

無回答
4.8%

商店街の組合員（会員）数

（全国）組合員（会員）数 41.3名
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４ 商店街の最近の状況、来街者の層、来街者の動向

◯ 商店街の最近の状況は、衰退傾向が約75％となっており、全国と同水準であるものの、
「衰退の恐れがある」と回答した商店街の割合が高く、今後の衰退が進む可能性が高い。

◯ 来街者の層は、全国と同様「高齢者」や「主婦」の割合が高く、本県はより高齢者の割合
が高い。

◯ 過去３年間の来街者の動向は、減少傾向が約75％となっており、全国より減少傾向が大き
い。

0.9%
5.7%

13.7%

38.3% 36.6%

4.8%

11.2%

24.1%

56.6%

8.0%

増
加
し
た

や
や
増
加
し
た

維
持
で
き
た

（
変
わ
ら
な
い
）

や
や
減
少
し
た

減
少
し
た

無
回
答

過去３年間の来街者の動向

福島県

全国

（全国調査では、回答項目が「増加した」、「維持でき
た（変わらない）」、「減少した」に限定されている。）

74.9%

0.0%
1.3%

19.4%

40.1%
34.8%

4.4%
2.2%

3.1%

24.7%

31.6%

35.3%

3.1%

繁
栄
し
て
い
る

繁
栄
の
兆
し
が
あ
る

ま
あ
ま
あ
で
あ
る

（横
ば
い
で
あ
る
）

衰
退
の
恐
れ
が
あ
る

衰
退
し
て
い
る

無
回
答

商店街の最近の状況
福島県

全国

20.3%

25.6%

65.6%

34.4%

84.1%

13.7%
2.6% 5.3% 4.8%

26.9%

36.5%

77.7%

32.9%

82.2%

14.4%
8.9%

2.8% 2.9%

学
生
・若
者

家
族
連
れ

主
婦

会
社
員

高
齢
者

そ
の
他

無
回
答

来街者の層

福島県

全国

（複数回答）

観
光
客

国
内

観
光
客

海
外
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５ 来街者が維持・増加した要因、減少した要因
◯ 来街者が維持・増加した要因は、「集客イベント等の実施」が最も高く、次いで「地域
の人口増加」と全国調査とほぼ同様の傾向であるが、本県は「商店街の情報発信」の割合が
低くなっている。

◯ 来街者が減少した要因は、本県は「地域の人口減少」、「魅力ある店舗の減少」の順、全
国は「魅力ある店舗の減少」、「業種・業態の不足」の順となっており、本県は「地域の人
口減少」の影響が大きくなっている。

17.4%
15.2%

15.2%
13.0%

32.6%

10.9%

17.4%

8.7%

15.2%

2.2%
0.0%

4.3%

21.7%

6.5%

22.4%
21.2%

12.3%

20.8%

44.6%

23.0%
18.3%

8.5%

11.3%

3.3%
0.5% 3.7%

12.7%

3.0%

地
域
の
人
口
増
加

交
通
利
便
性
の
向
上

業
種
・業
態
の
充
実
化

魅
力
あ
る
店
舗
の
増
加

集
客
イ
ベ
ン
ト
等
の
実
施

商
店
街
の
情
報
発
信

近
隣
商
店
街
と
の
連
携
強
化

駐
車
場
・
駐
輪
場
の
整
備

施
設
・
環
境
の
整
備

公
共
施
設
の
新
設
、
転
入

近
郊
の
大
型
店
の
退
店

近
郊
の
大
型
店
の
出
店

そ
の
他

無
回
答

来街者の維持・増加要因福島県

全国

（複数回答）

61.8%

11.8%

37.1%

56.5%

10.0%
18.2%

1.2%

12.4%

1.8%
2.4%

31.2%

1.8%

10.6%

3.5%

45.7%

6.2%

55.1%

59.2%

7.6%
7.1%

2.7%

15.2%

4.3% 4.1%
4.2%

46.5%

6.8%

0.5%

地
域
の
人
口
減
少

交
通
利
便
性
の
低
下

業
種
・業
態
の
不
足

魅
力
あ
る
店
舗
の
減
少

集
客
イ
ベ
ン
ト
等
の
未
実
施

商
店
街
の
情
報
発
信
不
足

近
隣
商
店
街
と
の
連
携
不
足

駐
車
場
・駐
輪
場
の
不
足

施
設
・環
境
の
未
整
備

公
共
施
設
の
閉
鎖
、
移
転

近
郊
の
大
型
店
の
出
店

近
郊
の
大
型
店
の
退
店

そ
の
他

無
回
答

来街者の減少要因福島県

全国
（複数回答）



8

６ 出店した店舗数、退店した店舗数・理由

０店舗
34.3%

１店舗
27.5%

２店舗
14.7%

３店舗
11.8%

４店舗
2.9%

５店舗

以上
8.8%

過去３年間で出店した店舗数
64.5%

8.1%
12.9%

14.5%

3.2%
8.1%

0.0% 0.8%

21.8%

4.8%

商
店
主
の
高
齢
化
・

後
継
者
の
不
在

同
業
者
と
の
競
合

商
店
街
に
活
気
が
な
い

他
地
域
へ
の
移
転

立
地
条
件
・

交
通
環
境
の
悪
化

大
型
店
の
出
店

大
型
店
の
退
店

公
共
施
設
の
撤
退

そ
の
他

無
回
答

退店した主な理由

◯ 過去３年間で出・退店した店舗数の平均は、１商店街当たり出店が1.9店舗、退
店が2.2店舗となっている。

◯ 退店した主な理由は、「商店主の高齢化・後継者の不在」が最も高く、次いで
「他地域への移転」、「商店街に活気がない」の順となっている。

（複数回答）

出店店舗数の平均 1.9店舗 退店店舗数の平均 2.2店舗

０店舗
19.0%

１店舗
31.0%

２店舗
17.5%

３店舗
18.3%

４店舗
2.4%

５店舗

以上
11.9%

過去３年間で退店した店舗数



7.0% 6.6%
4.8%

3.5%5.7%
0.4%

4.4% 1.8% 2.2%
6.2%

0.9% 2.6%

58.1%

7.0%

18.1%

家
主
に
対
し
て
賃
貸
の
要
請

家
賃
補
助
、
改
装
費
な
ど
の
補
助

業
種
・業
態
を
考
慮
し
た
う
え
で

積
極
的
に
店
舗
を
誘
致

商
店
街
に
と
っ
て
マ
イ
ナ
ス
と
な
る

店
舗
の
出
店
の
抑
制

駐
車
場
と
し
て
活
用
・利
用

駐
輪
場
と
し
て
活
用
・利
用

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
施
設
と
し
て
活
用

N
P
O

、
産
学
官
連
携
な
ど
の

活
動
の
場
と
し
て
提
供

創
業
者
支
援
の
場
と
し
て
活
用

空
き
店
舗
情
報
の
積
極
的
な
発
信

に
よ
る
新
規
出
店
の
促
進

家
主
と
協
力
し
、
住
居
賃
借

向
け
に
改
装

そ
の
他

特
に
関
与
し
て
い
な
い

空
き
店
舗
に
つ
い
て

特
に
問
題
と
感
じ
て
い
な
い

無
回
答

空き店舗の発生に対する取組 （複数回答）
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７ 店舗の用途変化、空き店舗の発生に対する取組

◯ 最近３年間での店舗（空き店舗を含む）の用途変化は、「空き店舗のまま変化して
いない」が最も高く、用途が変化しているものは、「駐車場」、「住宅」、「更地」の
順となっている。

◯ 空き店舗の発生に対する取組は、約58％の商店街が、「特に関与していない」。ま
た、7％の商店街が、「空き店舗について特に問題と感じていない」となっている。

◯ 取り組んでいる事業は、「家主に対して賃貸の要請」、「家賃補助、改装費などの補
助」、「空き店舗情報の積極的な発信による新規出店の促進」などとなっている。

19.8%
17.2%

12.8%

1.8%4.8% 2.2% 4.8%

40.5%

5.7%

38.8%

駐
車
場
に
変
化

住
宅
に
変
化

更
地
に
変
化

公
園
・広
場
に
変
化

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
施
設
に
変
化

チ
ャ
レ
ン
ジ
シ
ョ
ッ
プ
に
変
化

事
務
所
・倉
庫
な
ど

他
の
施
設
に
変
化

空
き
店
舗
の
ま
ま

変
化
し
て
い
な
い

そ
の
他

無
回
答

過去３年間における店舗の用途変化

（※コミュニティ施設：保育サービス施設、市民ギャラリー、高齢者等
交流施設、商店街情報提供施設等）

（複数回答） （既に行っている取組）

※



51.5%

16.3%

28.2%

10.6%

70.9%

5.7%

32.2%

7.0%
2.6%

6.6%

1.8%

8.8%

30.6%
17.0%

31.6%

17.8%

64.6%

19.3%

40.7%

16.3%
9.1%

5.0% 3.9% 4.4%

商
圏
人
口
の
減
少

大
型
店
と
の
競
合

店
舗
等
の
老
朽
化

駐
車
場
・駐
輪
場
の
不
足

経
営
者
の
高
齢
化
に
よ
る

後
継
者
問
題

業
種
構
成
に
問
題
が
あ
る

集
客
力
が
高
く
話
題
性
の
あ
る

店
舗
・業
種
が
少
な
い
又
は
な
い

空
き
店
舗
の
増
加

チ
ェ
ー
ン
店
等
が
商
店
街
の

組
織
化
や
活
動
に
非
協
力
的

道
路
整
備
や
公
共
施
設
の

移
転
等
周
辺
環
境
の
変
化

そ
の
他

無
回
答

商店街で問題となっていること
福島県

全国
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８ 商店街の抱える課題
◯ 商店街で問題となっていることは、「経営者の高齢化による後継者問題」が最も高く、
「商圏人口の減少」、「集客力が高く話題性のある店舗・業種が少ない又はない」の順で、
全国とほぼ同様の傾向であるが、本県は「商圏人口の減少」の割合が全国より高い。

◯ 後継者・新たな担い手問題への対策は、約79％の商店街で「策は講じていない」となって
おり、全国とほぼ同様の傾向である。

（複数回答）

2.2% 4.0% 2.2%

3.5%

79.3%

3.5%

11.5%3.8%

2.4%

90.0%

3.7%

検
討
会
を
実
施

研
修
を
実
施

チ
ャ
レ
ン
ジ
シ
ョ
ッ
プ
の

設
置

外
部
か
ら
後
継
者
を

募
集

策
は
講
じ
て
い
な
い

そ
の
他

無
回
答

後継者・新たな担い手問題への対策

福島県

全国

（全国調査では、回答項目が「研修を実施」、「外部から後継
者を募集」、「策は講じていない」に限定されている。）

（複数回答）



5.3%

23.3%

4.0%

12.3%

14.5%

12.3%

4.8%

4.4%

18.9%

6.6%

16.8%

5.3%

12.7%

13.5%

28.7%

2.0%

8.6%

5.7%

駐車場がない（少ない）

周辺住民の減少

市街地のため再開発が困難

業種構成（不足業種がある等）

核店舗がない（少ない）

商店以外の建物や空き店舗によ

り商店街が断続的になっている

特に問題はない

その他

無回答

商店街活性化に取り組む場合の問題

H29

H19

11

９ 商店街の活性化に取り組む場合の問題

◯ 商店街活性化に取り組む場合の問題としては、「周辺住民の減少」が最も高く、
「核店舗がない（少ない）」、「業種構成（不足業種がある等）」、「商店以外の
建物や空き店舗により商店街が断続的になっている」の順となっている。

◯ 前回調査と比較し、人口減少の影響が現れている。



34.4%
28.2%

55.9%

12.3%
5.7% 4.8%

1.8%
6.2%

2.2%

26.0%
28.2%

9.3%
3.5%

20.3%

1.8% 4.4% 3.1%
9.3%

0.9% 0.4%

環
境
美
化

防
災
、
防
犯

ま
つ
り
・イ
ベ
ン
ト

勉
強
会
・
学
習
会

高
齢
者
向
け
サ
ー
ビ
ス

子
育
て
支
援
サ
ー
ビ
ス

フ
ァ
ッ
ク
ス
に
よ
る

商
品
の
宅
配
、
買
い
物
代
行

ま
ち
ゼ
ミ

有
償
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
な
ど
の

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス

共
同
宣
伝
（
マ
ッ
プ
、
チ
ラ
シ
等
）

サ
ー
ビ
ス
券
、
ス
タ
ン
プ
、

ポ
イ
ン
ト
カ
ー
ド

共
通
商
品
券
（
飲
み
歩
き
・

食
べ
歩
き
券
等
を
含
む
）

定
期
バ
ザ
ー
ル

１
０
０
円
商
店
街

ま
ち
バ
ル

地
域
ブ
ラ
ン
ド

（地
域
資
源
利
用
商
品
）

地
域
ブ
ラ
ン
ド

（
Ｂ
級
グ
ル
メ
）

携
帯
電
話
等
（ツ
イ
ッ
タ
ー
等SN

S

を
含
む
）を
活
用
し
た
情
報
発
信

電
子
マ
ネ
ー

（Ed
y

、Su
ica

等
の
取
扱
い
）

そ
の
他

商店街が取組中の地域活動・ソフト事業 （複数回答）

共同売出し等販売促進活動 情報発信 その他

12

１０ 商店街活性化のための事業への取組（地域活動・ソフト事業）
◯ 商店街が取組中の地域活動・ソフト事業は、「まつり・イベント」、「環境美化」、
「防災、防犯」などの地域活動や、「サービス券、スタンプ、ポイントカード」などの販売
促進活動が多い。

地 域 活 動



16.7%

0.0% 0.4% 0.0%

6.6%

1.3%

4.4%

7.5%

2.2%

7.0%

3.1%
2.2%

1.3%
2.6%

3.5% 3.1%

0.0%

街
路
灯
の
設
置

(LED

化
を
含
む
）

ア
ー
ケ
ー
ド
新
設

（省
エ
ネ
を
化
含
む
）

ア
ー
ケ
ー
ド
改
修

（省
エ
ネ
化
を
含
む
）

ア
ー
ケ
ー
ド
撤
去

カ
ラ
ー
舗
装
な
ど

歩
行
者
空
間
の
整
備

商
店
街
組
織
に

よ
る
店
舗
の
運
営

商
店
街
の
外
観
統
一

休
憩
所
・
ベ
ン
チ
・
ト
イ
レ

駐
輪
場

駐
車
場

案
内
板
、
看
板
統
一

商
店
街
で
のW

i-Fi

整
備

バ
リ
ア
フ
リ
ー

防
犯
設
備

（カ
メ
ラ
等
）
の
設
置

多
目
的
ホ
ー
ル

（交
流
施
設
含
む
）

そ
の
他

商店街が取組中のハード事業 （複数回答）

来街者用施設
コミュ
ニティ
設備

その他高齢者/環境・
防犯対応設備

新
規
観
光
施
設

13

１１ 商店街活性化のための事業への取組（ハード事業）

街路設備等

◯ 商店街が取組中のハード事業は、「街路灯の設置（LED化含む）」、「カラー舗
装など歩行者空間の整備」などの街路設備等の整備、「休憩所・ベンチ・トイ
レ」、「駐車場」などの来街者用施設の整備が多い。

店舗施設



14

１２ 商店街を活性化させるために行政に望む支援
◯ 行政に望む支援は、「イベント等への助成」が最も高く、「賑わい創出に取り組む
個店への支援」、「公営アパート等市街地に住む人を増やす環境づくり」の順となってい
る。

◯ 前回調査と比べ、これら３つを求める回答の割合が増えており、「道路、駐車場等の都市
機能の整備」、「大型店の出店調整」を求める回答の割合が減少している。

13.2%
11.0%

14.1%
12.8%

19.4%

7.9%

1.3%

8.4%

29.1%

7.5%
4.8%

15.0%

22.5%

3.5%

7.5%
5.7%

0.0%
1.3%

2.6%

9.3%

14.5%

22.1%

7.0%

17.2%
15.2%

18.4% 17.6%

0.8%

9.8%

25.4%

9.4% 10.7%

19.3%
20.9%

4.9%

9.0%
7.4%

0.0%
1.2% 2.0%

6.6%

12.7%

道
路
、
駐
車
場
等
の

都
市
機
能
の
整
備

公
共
交
通
の
充
実

市
街
地
の
再
開
発

住
民
が
利
用
す
る
公
共
施
設

の
市
街
地
へ
の
誘
致

公
営
ア
パ
ー
ト
等
市
街
地
に

住
む
人
を
増
や
す
環
境
づ
く
り

大
型
店
の
出
店
調
整

大
型
店
の
誘
致

市
町
村
に
よ
る
小
売
業
の

集
積
ビ
ジ
ョ
ン
等
の
策
定

イ
ベ
ン
ト
等
へ
の
助
成

共
同
施
設
設
置
の
た
め
の

補
助
制
度
の
拡
充

融
資
制
度
の
充
実

空
き
店
舗
対
策
へ
の
支
援

賑
わ
い
創
出
に
取
り
組
む

個
店
へ
の
支
援

経
営
改
善
の
相
談

個
店
を
営
む
者
を
は
じ
め

と
す
る
人
材
の
育
成

支
援
制
度
や
先
進
事
例

に
関
す
る
情
報
提
供

製
品
輸
入
の
指
導
や

輸
入
先
の
紹
介

規
制
緩
和

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

商店街を活性化するために行政に望む支援
H29 H19 （複数回答）


